



























（ ₅ ） 国境を越えた投資・サービス・（グループ企業間のものを含む）資金移動の自
由の確保












₃ ．英国と EU に対する日本からの要望
おわりに
はじめに
　₂₀₁₆年 ₆ 月₂₃日の英国の EU 離脱に係る国民投票の結果を踏まえ日本政府は、同
年 ₉ 月 ₂ 日、英国及び EU への日本からのメッセージ」 1（以下日本政府メッセージ）
を発出した 2。
　その後、₂₀₁₇年 ₃ 月₂₉日、英国は EU を離脱する意思を EU に通知し、₆ 月₁₉日




わち EU 条約第₅₀条第 ₂ 項の定める「将来的な関係の枠組み」に関する交渉を開始
することとした  3。₂₀₁₈年 ₂ 月 ₆ 日から英国と EU は、この将来的な枠組みに関する








2 　日本政府メッセージの策定過程等に関し、拙稿「英国の EU 離脱（Brexit）と日本企業














る  5。具体的には、まず ₁ ．及び ₂ ．において、日本政府メッセージの観点から、英
国と EU 間のこれまでの交渉の結果等の評価を行う。次に ₃ ．において ₁ ．及び ₂ ．













　この点に関し₂₀₁₇年₁₂月 ₈ 日に公表された『英国の EU からの秩序的な離脱に関
する交渉第一段階に係る EU と英国の交渉官からの報告書（Joint report on progress 
during phase ₁ of negotiations under Article ₅₀ TEU on the UK＇s orderly withdrawal from 
the EU） 』 8は、一般的な言及ではあるが、民事及び商事に関し法的確実性と透明性
5 　本稿では各文書のポイントを紹介している。実際の実務等では、必ず原本を確認されたい。


































9 　Id., at para.₉₁.
10　英国政府は複数の Web で、英国の EU 離脱に関する各種の情報を提供している。例えば






英国の欧州連合（EU）からの離脱（Brexit）交渉に関する「英国及び EU への日本からのメッセージ」の視点からの評価と今後の日本からの要望 （松澤）
示唆されている 12。この点については、英国と EU の関係は、現実に日々の生活を送
り、毎日のビジネスに従事する、EU で活動する全ての者に関わる重要な事項であ












12　例えば₂₀₁₈年 ₇ 月₂₀日欧州委員会は、英国の EU 離脱に関する欧州議会、EU 理事会、欧
州理事会等に対するコミュニケーションを公表したが、その中で欧州委員会は、離脱協定
なしに英国が EU から離脱する可能性を指摘し、そのために関係者は備えることが必要な
旨 述 べ て い る（https://ec.europa.eu/info/sites/info/ﬁles/communication-preparing-withdrawal-
brexit-preparedness.pdf）。
 　また英国は、₂₀₁₈年 ₇ 月 ₆ 日ロンドン北西部チェッカーズでの閣僚会合後に発出された







 　なお以上の点に関連して EU は、離脱交渉において英国と EU 間で合意がなされない際
に生じる可能性がある状況に関するステークホルダー向けの注意喚起を複数公表するなど
している。https://ec.europa.eu/info/brexit/brexit-preparedness_en
 　また₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日英国は、いわゆる「ノーディール」シナリオに備えた英国政府の準
備に関する技術的通知（以下、英国技術的通知）を発出し、さらに ₉ 月₁₃日及び同月₂₄日








において EU は、英国からの ₂ 年間の移行期間の提案を受けて、移行期間に関する
交渉を行う旨を表明し、₂₀₁₈年 ₁ 月₂₉日に出された追加的交渉指令 14において、離
脱協定が施行されてから₂₀₂₀年₁₂月₃₁日までを移行期間とする交渉方針を示し、さ




と思われる  16。もっとも、EU 離脱の意思表示を撤回せず、英国が EU から離脱する























16　こ の 点 に 関 す る 報 道 情 報 の 例 と し て、https://jp.reuters.com/article/britain-eu-juncker-
idJPKBN₁F₇₀EP; https://www.newsweekjapan.jp/headlines/world/₂₀₁₈/₀₁/₂₀₆₅₆₉.php
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　このうち前者の日 EU・EPA については、₂₀₁₇年 ₇ 月 ₆ 日に大枠合意、同年₁₂月




















築したい等と繰り返し言及してきている。また₂₀₁₈年 ₃ 月₂₃日 に出された『英国
と EU の将来関係の枠組みに関する交渉指針（以下 EU 将来関係交渉指針）』 18で EU
は、適切な原産地規則に基づいて、物品貿易に関し関税をゼロとする方針を示して
いる 19。なおこの点に関し英国は、 ₂₀₁₈年 ₇ 月₁₂日に英国政府が公表した白書『英国
と EU の 将 来 関 係（THE FUTURE RELATIONSHIP BETWEEN THE UNITED 









　まずサービス貿易に関しては、EU にとって英国が第三国となり、英国と EU が
規制、統制、執行、司法枠組みを共有しないことと両立する限りで、サービス提供
者の設立に関する権利を含め、サービスの受入れ国の規制に基づくサービス提供を
認めるとしている  23。 
　また以上の物品貿易及びサービス貿易の他に、当該部分では英国と EU 間の FTA
で扱うことが出来る事項として以下の点が言及されている。







and-the-european-union. な お 本 白 書 の 概 要 資 料 と し て、https://www.gov.uk/government/
publications/the-future-uk-eu-relationship.
21　Chap. ₁, para.₁₂b.
22　Chap. ₁, para. ₂₃b. なおこの点に関連して cf. Chap. ₁, para.₁₅₅-₁₇₁.
23　Id., at para.₈v)
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　この点に関し、まず先述の EU 将来関係交渉指針は、英国と EU で締結される可
能性のある FTA に関し、バランスのとれ、野心的な、かつ広範な範囲をカバーす
24　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の公的分野に係る契約へのアクセス（Accessing public sector 
contracts if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/accessing-public-
sector-contracts-if-theres-no-brexit-deal）は、英国の EU 離脱時、Tender Electronic Daily（TED）
を通じて Ofﬁcial Journal of the European Union（OJEU）に掲載される調達情報の扱いに関す
る何らかの合意がされない場合、このシステムによる調達情報の提供については、英国に
よる電子通知システムによって代替されることになること等を述べている。
25　漁業に関し、将来関係英国白書は、EU 離脱によって英国は EU の共通漁業政策（Common 
Fisheries Policy）から外れ、独立した国家として、国連海洋法条約に従い、沿岸領域等を管
轄し、漁業管理を行うとし（Chap. ₁, para.₄₀, Chap. ₃, para.₅₃）、他方で、海域及び漁業の管理、




















　これらの考え方を英国と EU の交渉にあてはめてみると、一方で EU 加盟国と
EU 非加盟国の間で区別することが EU にとって必要だが、他方で EU は FTA を通
じて非加盟国に加盟国以上の利益を与えることが出来るか、ということになる。こ
の点については、当然のことながら FTA を締結することで EU あるいは EU 加盟国
側にも利益が発生するので、それらを勘案して EU 及び EU 加盟国と EU 非加盟国









27　将来関係英国白書 Executive Summary, A new relationship, p₇, para ₂.
31


















29　この点に関連して、₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU
離脱に関する交渉が不成立の際の EU との貿易（Trading with the EU if there's no Brexit deal）」
（https://www.gov.uk/government/publications/trading-with-the-eu-if-theres-no-brexit-deal）は、次
の点を述べている。
₁ ．英国の EU 離脱に関する交渉が不成立で EU から英国が離脱した場合、英国と EU 間の
自由な産品の移動は行われなくなり、具体的には、以下のインパクトが生じると考えら
れる。
（ ₁ ）英国と EU 間の貿易に、EU と第三国間で適用される通関手続が適用され、具体的には、
税関申告やセキュリティに係る宣言等が求められることになる。
（ ₂ ）現在 EU と英国間で使われている国内消費税対象品管理システム（Excise Movement 
Control System（EMCS））は、英国内では利用できるが、英国と EU の間では利用できな
くなる。
₂ ．EU と取引する英国の事業者は、次の点を了知することが求められる。
（ ₁ ）EU から産品を輸入する事業者は、第三国から英国に産品を輸入する手続と同様の手
続が求められることになることを認識する必要がある。具体的には、英国エコノミック・
オペレータ登録及び証明書（UK Economic Operator Registration and Identiﬁcation: EORI）
番号を取得すること、搬送事業者が搬入略式申告（Entry Summary Declaration）を提出し





及び EU 加盟国についても、英国と EU 間の離脱交渉に関する情報提供等は行われ
ているが  30、英国の場合と同様 EU についても、より具体的で実際的な、ステークホ
ルダー向けの支援の取組みが求められると考える 31。
（ ₂ ）EU に産品を輸出する事業者は、第三国から EU に産品を輸出する手続と同様の手続
が求められることになることを認識する必要がある。具体的には、英国エコノミック・
オペレータ登録及び証明書（UK Economic Operator Registration and Identiﬁcation: EORI）
番号を取得すること、輸出申告を英国歳入税関庁に提出すること、一定の産品を輸出す
る場合輸出許可を取得すること等が求められる。
₃ ．英国と EU 間で産品を搬送する事業者は、搬送する産品に関して搬出略式申告（Exit 
Summary Declaration: EXS）あるいは搬入略式申告（Entry Summary Declaration: ENS）と
いわれる安全性に関する申告をしなければならない。





 　以上に続けて当該技術的通知は、 EU との貿易取引の量とサプライチェーンへのインパク
トを事業者は考慮すべきとしている。また北アイルランドの関係について当該通知は、英
国の EU 離脱に関する交渉が不成立で EU から英国が離脱した場合であっても英国政府は、
北アイルランドの人々の最良の利益を考慮して対応する、としている。
 　上記の本技術的通知に加え英国政府は、通関手続に関し、₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日以下の通知を
発出している。
◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の英国における貿易関税に係る産品の分類
（Classifying your goods in the UK Trade Tariff if there's no Brexit deal）」
 （https://www.gov.uk/government/publications/classifying-your-goods-in-the-uk-trade-tariff-if-
theres-no-brexit-deal）
◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の輸出管理対象産品の扱い（Exporting 
























し関税をゼロとする EU 側の方針が EU 将来関係交渉指針において示されており、
また英国も、関税を賦課せず、関税割当制度も適用しないことを将来関係英国白書
において提案している。






国と EU の将来関係に係る合意で扱うか、あるいは英国と EU それぞれが独自に決
32　以下で紹介する他に、₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した「英国の EU 離脱に関する
交渉が不成立の際の EU 加盟国の関わる民事裁判の扱い（Handling civil legal cases that 
involve EU countries if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/
handling-civil-legal-cases-that-involve-eu-countries-if-theres-no-brexit-deal）は、英国が、何らの
合意なしに EU から離脱した場合、英国と EU 間には司法協力に関する合意が存在しない


























　現状の英国を含む EU においては、原産地規則に関係なく、EU 域内で自由に産
品が移動可能なことを踏まえると、英国の EU 離脱以降も同様に、原産地規則に関
係なく英国と EU の間で産品が移動出来ることが望ましいということになる。しか
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対象国とすることを要望する旨言及した。
　この点について EU は、まず₂₀₁₈年 ₁ 月₃₀日に発出した「関税及び間接税
（WITHDRAWAL OF THE UNITED KINGDOM AND EU RULES IN THE FIELD OF 
CUSTOMS AND INDIRECT TAXATION）」と題するステークホルダー向けの注意喚
起  35の中で次の点を述べている。「英国原産の産品で、EU から第三国に輸出される
産品は、EU の共通通商政策における「EU 産品」とはされない。これによって、
英国の産品を累積に加えている EU の輸出事業者に影響が及び、また、EU と第三
国の間で合意されている特恵関税の適用に影響が及ぶことになる。」。
　また EU は同年 ₆ 月 ₄ 日に発出した「特恵原産地規則（WITHDRAWAL OF THE 
UNITED KINGDOM AND EU RULES IN THE FIELD OF CUSTOMS AND EXTERNAL 
TRADE PREFERENTIAL ORIGIN OF GOODS）」と題するステークホルダー向けの
注意喚起 36の中では、次の点を述べている。
　「英国の EU 離脱以降、第三国との間で存在する、共通通商・関税政策の範疇に
ある、EU の特恵貿易枠組み（preferential trade arrangement）は、英国に適用されな
い。」
　「EU から輸出された産品は、EU の特恵原産地規則を満たす場合、すなわち、EU































枠組みを提案するとしている。具体的にこれは、EU 産品は英国の締結する FTA に
おいて原産品とし、英国産品は EU の締結する FTA において原産品とし、また英国、
EU 及びそれらの FTA パートナーの産品が三国間貿易において相互互換できるよう
にするものと同白書は記述している  37。
　この問題は EU と第三国の間に存在する特恵貿易枠組みを、EU から離脱した英
国に適用出来るかの問題ととらえられる。この点については、複数の英国議会の報
告書で、その困難さが指摘されており  38、EU 離脱以降英国は、EU の締結している
特恵貿易枠組みを基礎づける協定の適用から外れる、とするのが EU の立場とされ
ている  39。この状況を受けて、英国は EU 離脱後に向けて第三国との特恵貿易に関す
37　Chap. ₁, para.₂₃c.
38　Cf. ex. House of Commons International Trade Committee, ＂CONTINUING APPLICATION OF 
EU TRADE AGREEMENTS AFTER BREXT＂, (₂₈ Feb., ₂₀₁₈)(https://publications.parliament.uk/
pa/cm₂₀₁₇₁₉/cmselect/cmintrade/₁₀₄₂/₁₀₄₂.pdf); House of Loads European Union Committee, 
＂BREXIT: TRADE IN GOODS＂, (₁₄ Mar., ₂₀₁₇)(https://publications.parliament.uk/pa/ld₂₀₁₆₁₇/
ldselect/ldeucom/₁₂₉/₁₂₉.pdf).
39　₂₀₁₇年 ₄ 月₂₉日に採択された英国の EU 離脱に関する交渉指針（European Council (Art. 
₅₀) guidelines following the United Kingdom's notiﬁcation under Article ₅₀ TEU） 第₁₃節 参 照
（http://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/₂₀₁₇/₀₄/₂₉/euco-brexit-guidelines/）。 な
おこの点に関し、EU と EU 加盟国である英国がともに協定に署名している混合協定の場合、
英国が EU を離脱した後も当該協定は英国に適用されるという考え方もあるが、EU は、混
37




























合協定であるかあるいは EU の単独協定であるかにかかわらず、英国の EU 離脱以降 EU の
締結した条約・協定は英国に適用されないとしている。この点に関する議論について cf. 
ex. House of Commons, UK adoption of EU external agreements after Brexit, Brieﬁng Paper Nr. 
























（iv）このような対応が EU の関税同盟と両立し、また EU の関税が納められ、かつ
EU の貿易政策が適切に適用されることを EU が確信できることが必要であるこ
とを英国は理解することから、次の点について英国と EU が議論することが必要
と考える。
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金方法について考える際には、EU を経由して英国に入る産品と、英国を経由
して EU に入る産品の両方を考慮する必要がある。もっとも英国は、EU を経
由して英国に入る産品に関し、英国の関税と貿易政策を EU が適用することを
提案するものではない。




－ 英国は、EU の税関規則や安全・保安に関する規則を含む、EU と共通のルー
ルを作成・維持し、これらのルールを EU と整合的に適用・解釈する  42。
－ EU との間における税関で適用される新たなルールを適用するための適切なメ
カニズムが英国には求められる 43。





43　この点に関連して、₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU
離脱に関する交渉が不成立の際の貿易に係る紛争解決（Trade remedies if there＇s no Brexit 
deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/trade-remedies-if-theres-no-brexit-deal） は、
仮に英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の場合であっても、英国政府は、貿易に係る紛
争解決を担当する、英国貿易紛争解決庁（UK Trade Remedies Authority）を設置し、それに
よって英国の事業者を不公正な貿易から保護するとしている。
44　この点に関連して、₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU




（ ₁ ）英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際、英国政府は、英国の付加価値税登録事業
者の利便を考慮し、英国に輸入される産品に賦課される輸入付加価値税を、英国の当該
産品が輸入される時点ではなく、その他の付加価値税の還付の際に支払うことを認める。
（ ₂ ）英国に輸入された産品に対する付加価値税の賦課に関し、英国の EU 離脱以降、EU
理事会指令に基づいて認められる低価値荷物免除（Low Value Consignment Relief: LVCR）
は適用されず、海外から送付される小包は、課税の対象となる。
（ ₃ ）英国の EU 離脱以降も事業者は、従前通り、英国歳入税関庁（HM Revenue & 
Customs: HMRC）に、英国に車を輸入する際に通知をすることが求められ、英国の EU
離脱以降は、当該車には輸入付加価値税が課される。
₂ ．英国から EU への産品の輸出














selling arrangement）は適用されず、英国の事業者は EU の消費者に対して、英国による
付加価値税の課税なしに産品を販売することが出来る。
（ ₂ ）EU の事業者へ産品を輸出する英国の事業者に関し、従前通り英国の事業者は EU の
事業者に対して、英国による付加価値税の課税なしに産品を販売することが出来る。な
おこの際 EC sales lists を提出することは求められない（ただし現在と同様、実際に産品
が英国から輸出されたことを示す記録を保持することは求められることになると考えら
れる。）。
（ ₃ ）EU の事業者で EU₂₇加盟国内で在庫している産品を EU 内で販売している者は、従前
通りの方法により、当該産品の販売を継続することができることになると思われる。
₃ ．EU に対してサービスを提供する英国の事業者
（ ₁ ）EU 領域内に対しサービスを提供する英国の事業者については、従来どおり「提供地




₄ ．EU の付加価値税に係る IT システムの利用
 　英国の EU 離脱に関する交渉が不成立のまま英国が EU を離脱すると、英国は EU の付
加価値税に係る IT システムから離脱することになる。その影響は概要以下のとおりであ
る。
（ ₁ ）英国付加価値税ミニワンストップ制度（UK VAT Mini One Stop Shop: MOSS）に関し、
英国の EU 離脱以降事業者は、EU 加盟国において当該システムの非 EU 加盟国スキーム
を通じて登録することにより、当該システムの利用を継続することが出来る。
（ ₂ ）EU 付加価値税還付システム（EU VAT refund system）に関し、英国の EU 離脱以降事
業者は、当該システムを利用できず、従前から各 EU 加盟国にある、第三国事業者向け
の制度を通じて還付を受けることが出来る。











　以上の英国の提案に対し ₇ 月₁₉日に EU 側の Michel Barnier 交渉官のステートメ
ント 45は、以下の ₃ つの疑問を提示している。
（i）英国側の提案は、この交渉に関わる EU 側の原則である「単一市場、関税同盟、







ことを踏まえると、英国の EU 離脱によって EU の単一市場・関税同盟から英国が
離脱しても、これまでと同様に、英国と EU の間で産品が自由に移動出来るように
することができるか、ということが問題になる。
　この問題について考えるには、英国あるいは EU 産品もしくは第三国産品で EU
あるいは英国に輸出される産品と、第三国産品で英国あるいは EU を単に経由して
EU あるいは英国に輸出される産品について分けて考える必要がある。
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トメントの基準を満たすように具体的に制度をデザイン出来るかが課題になる。
　第二の、英国と EU へ日本等の第三国から、EU あるいは英国を単に通過して英
国あるいは EU に輸入される産品の通関をどのように扱うか、という問題がある。
この点について現状のところでは、英国を含む EU の領域に産品が入る際に通関手








生命や健康に関わることもあり得る。このことから英国と EU に対しては、 上記の









　この点に関し離脱協定案は第 ₂ 編、第 ₈ 条から第₃₅条までで扱っている。当該部
分は、EU 市民及び英国国民並びに一定の条件を満たすそれらの者の家族の構成員
51　この点に関し GATT 第 ₅ 条や国際道路運送手帳による担保の下で行なう貨物の国際運送
に関する通関条約等参照。この点に関し英国は、上記の通り、共通通過協定への加盟に関
する交渉を行っている。
52　この点に関し、₂₀₁₈年 ₁ 月₃₀日に発出した「関税及び間接税（WITHDRAWAL OF THE 
UNITED KINGDOM AND EU RULES IN THE FIELD OF CUSTOMS AND INDIRECT 
































55　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の英国旅券による EU への旅行（Travelling to the EU with a UK 
passport if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/travelling-to-the-
eu-with-a-uk-passport-if-theres-no-brexit-deal）は、英国の EU 離脱前英国旅券保持者は、EU
市民として、シェンゲン領域において、有効な英国旅券の保持に基づいて移動することが
出来たが、英国の EU 離脱以降は、EU において第三国国籍者とされ、第三国の旅券に係る
45





















び対応技術は、いろいろと案出されてきている  58 ，59。これら現在までに案出されてき
一定の規律に服することが求められること等を述べている。
 　なお英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の共通旅行区域及び英
国民及びアイルランド国民の関連する権利（Travelling within the Common Travel Area and the 
associated rights of British and Irish citizens if there is no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/


























 　また移民に関する制度ではないが、将来関係英国白書でも言及されている（Chap. ₁, 
para.₇₆）WTO のサービス貿易に関する一般協定（GATS）の第 ₄ モードの考え方も、社会
集団における個人の受入れに関する、貿易との関係での一つの考え方と考えられる。なお






































世界的な公共財であると IMF が言及していること等を紹介し、英国と EU の相互
関係の重要性を指摘した上で 62、EU が現在設定している第三国との間の同等性認証
枠組みは英国のように EU と深い相互関係がある場合には不十分であるとし 63、この
ことから英国は、金融サービスに関して EU と経済及び規制に関する新しい枠組み
を設けることを提案する、としている  64， 65。
61　この点に関し、いわゆる Hard Brexit が生じた際に生じる状況に関する EU のステーク－
ホルダー向け注意喚起として、₂₀₁₈年 ₂ 月 ₈ 日に発出された「銀行及び支払いサービス

















65　この点に関連して、₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離
脱に関する交渉が不成立の際の銀行、保険及びその他の金融サービス（Banking, insurance and 




₁ 英国の EU 離脱以降、EU との関係で英国企業の立場は、関係する EU 加盟国の規律と　
第三国に適用される EU の規律による。










₄ 以 上 の 他 英 国 は、Central Counterparties（CCPs）, Central Securities Depositories, Credit 
Rating Agencies, Trade Repositories, Data Reporting Service Providers や、Settlement Finality 
Directive の所管の下にあるシステム、認可を受けたファンドの寄託者等に関する一時的
承認制度を設ける予定である。





₇ 英国で事業を行う EEA 事業者の英国に所在する顧客については、当該事業者が一時的許
可制度（Temporary Permissions Regime）により英国の EU 離脱から ₃ 年間は事業を継続
できるので、サービスを提供することが出来、また英国の金融サービス補償制度
（Financial Services Compensation Scheme: FSCS）は EEA 事業者が提供するサービスをカ
バーしているところ、これを継続できるか、規制当局は協議する予定。






基づいて EEA でサービスを提供している英国の金融サービス事業者は、EU 域内に支店
を設置するなど、EU 域内で事業を継続できるようにするための対応を取っている。）。

















とし、また英国の EU 離脱の直後英国と EU は同一の規制をしている状況にあるこ












₁₂ 英国の EU 離脱以降英国は、一定の金融市場インフラ（Financial Market Infrastructure: FMI）
を破綻に係る行為から保護する、決済最終指令（EU Settlement Finality Directive: SFD）の
適用範囲でなくなる。英国政府は SFD に基づく規律により提供される保護を、英国外に
あるイングランド銀行によって指定された FMI に対して継続して認める立法を企図して
いる。なお EU が何らかの措置を執らない限り、EU が提供する最終決済に関する保護は、
英国側の FMI に対し及ばないことになり、EU に所在する顧客は、英国の FMI に関して
高いリスクに晒されることになることから、英国の FMI を利用できないことになる。
₁₃ EU が何らかの措置を執らない限り、英国の EU 離脱によって、英国の取引所は EU の取
引所と認められないことになり、これによって英国と EU における流動性が下落するこ
とになる。
₁₄ 現在単一パスポートに基づいて英国で活動する EU の市場運営者は、その市場において
英国の事業者が活動することが出来るようにするために、許可を得る必要はない。ただ
し英国で規制対象とされている事業活動に従事する EU の市場運営者は、海外投資取引
者の承認（Recognised Overseas Investment Exchange）として許可を取らなければならなく
なる。また、英国の企業は EEA の取引所において、一定の証券あるいはデリバティブを
取引できないことになる。
₁₅ 英国の当局は、英国の EU 離脱以降、英国籍及び非英国籍の格付け機関（Credit Rating 
Agency: CRA）及び取引情報蓄積機関（Trade Repositories: TR）を承認し規制することを
意図している。この際英国政府は、現在の EU の承認を英国の承認に切り替える対応を
する予定である。なお EU が何らの措置も執らなければ、EEA 事業者は英国のこれらの
企業にアクセスできなくなる。なお英国政府は EU の CRA と TR の英国の顧客に対する
影響を最小化するための一時的な対応を提供する制度を設定する予定である。






















　投資に関し、離脱協定案第₁₃条第 ₁ 項は、EU 市民及び英国国民に欧州連合運営
条約第₄₉条の定める開業及び設置の設立の自由が保障される旨を規定することとし
ていることから、この自由は保障されることになる。もっとも、EU が発出してい
るステークホルダー向けの注意喚起のうち金融に関わる、₂₀₁₈年 ₂ 月 ₈ 日に発出さ
れた「金融商品市場（WITHDRAWAL OF THE UNITED KINGDOM AND EU RULES 
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係交渉指針で EU が示した、将来の英国と EU の連携関係においては、専門的職業
に関する承認についての、野心的な条項が含まれなくてはならないとする立場に同
意する 72としている。
70　Chap. ₁, para.₄₉. ここで述べるうちの（d）については、本稿上記（ ₄ ）で述べた。
71　Chap. ₁, para.₅₂.
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　さらにこの部分で英国は、この点は EU カナダ包括的経済貿易協定（CETA）の
ような前例に拘束されてはならないとしつつ、次の提案をするとしている 73。






















a） 英国が欧州航空安全機関（EASA）に参加することに加え、英国と EU の領域
内で、英国と EU の間における相互主義に基づく自由な航空アクセスの維持を
73　Chap. ₁, para.₅₅.






追求する航空運輸協定（Air Transport Agreement） 76の締結
b） 英国と EU の物品運送業者及び旅客運送事業者による相互アクセスを含む、
道路運送に関する可能性の追求  77
c） 欧州海上保安機関（European Maritime Safety Agency）とのものを含む、海上
運送に関する協力  78， 79
d） 英仏海峡トンネル及びベルファスト－ダブリン鉄道におけるサービス提供の
継続支援のための、関係国間の二国間鉄道合意 80
e） アイルランド島等に関する単一電力市場（Single Electricity Market）の維持等、
将来のエネルギー関係の検討 81
f） 英国と EURATOM 間の包括的原子力協力協定（NCA）に基づく新たな原子力
76　詳細に関し Chap. ₁, para.₁₂₉-₁₃₂.
77　詳細に関し Chap. ₁, para.₁₃₃-₁₃₄.
78　詳細に関し Chap. ₁, para.₁₃₅.
79　この点に関連して₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離
脱に関する交渉が不成立の際の海運に係る安全性に関する報告の免除の取り扱い（Getting 




EU から英国が離脱すると、EU の港に英国から来港する船舶に対して EU 加盟国は当該免
除を認めることが出来なくなり、英国から EU の港に入港する船舶は事前に一定の安全に
関する情報を報告することが求められることになる旨述べている。
80　詳細に関し Chap. ₁, para.₁₃₆.
81　詳細に関し Chap. ₁, para.₁₃₇-₁₄₂. この点に関し将来関係英国白書は、電力及びガスの貿
易、EU の諸機関との協力、市場オペレーション支援のためのデータ共有等に関する枠組み
を含む、広範に及ぶエネルギーに関する協力を英国は EU と有したい旨言及している（Chap. 
₁, para.₁₃₉.）。
55
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関係 82， 83












c） 英国との間で存在する現状の原子力供給契約を英国の EU 離脱後も有効とするか、ある
いは英国の EU 離脱までに、断絶なくそれを再承認することによる、原子力原料の供給
に関する契約枠組みの継続性の確保
d） 機微な放射性物質、装備及び技術の英国と EURATOM 加盟国間の貿易及び移転に関する
障壁の最小化と輸出管理枠組みの簡易化
e） 欧州共同体における緊急の放射性物質に関する情報交換枠組み（European Community 
Urgent Radiological Information Exchange（ECURIE））や欧州における放射性物質に関する





Observatory on the Supply of Medical Radioisotopes）における英国の協力と情報共有の継続
83　この点に関し、₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱
に関する交渉が不成立の際の民生用原子力規制（Civil nuclear regulation if there＇s no Brexit 
deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/civil-nuclear-regulation-if-theres-no-brexit-
deal）は、次の点を指摘している。
－英国の EU 離脱以降、英国においては、原子力規制庁（Ofﬁce for Nuclear Regulation）に
よる新しい原子力関係の安全制度が適用されることになり、事業者はそれに従うことが
求められる（当該制度案に関する事業者等からの意見募集が行われている。）。
















g） ルガーノ協定（Lugano Convention）への加盟及び EU との新たな民事司法協
力に係る新たな二国間協定の検討  84
h） 統一特許裁判所（Uniﬁed Patent Court）及び統一特許システム（unitary patent 
system）への参加を含む、知的財産に関する制度の検討 85








　資金移動の自由の確保に関し、₂₀₁₈年 ₂ 月 ₈ 日に EU がステークホルダー向けに
発出した注意喚起「銀行及び支払いサービス（WITHDRAWAL OF THE UNITED 
KINGDOM AND EU RULES IN THE FIELD OF BANKING AND PAYMENT 
続できるよう、原子力協力協定に関する交渉を優先国との間で進めている。









－英国の EU 離脱以降、EURATOM 条約第₄₁条に基づく、原子力に関する投資に係る欧州
委員会への通知義務は、英国内で行われる民生用原子力に係る投資に関しては適用され
なくなる。




84　詳細に関し Chap. ₁, para.₁₄₅-₁₄₈.
85　詳細に関し本稿本節（ ₉ ）参照。
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SERVICES）」 88は、銀行サービス、支払いサービス及び e-money 発行サービスを提
供する英国の事業体は、英国の EU 離脱後、EU 内でサービスを提供する、あるい
は活動することは出来ず、また EU 加盟国における支店や代理人の設置に関し第三































けに発出した注意喚起「会社法（WITHDRAWAL OF THE UNITED KINGDOM AND 





















90　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の合併の審査及び反競争的行為（Merger review and anti-competitive 
activity if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/merger-review-and-
anti-competitive-activity-if-theres-no-brexit-deal）は、EU 離脱によって英国は EU の競争法の
枠組みから離脱するが、英国政府は、英国の EU 離脱による必要な調整を行う以上に、英
国の競争法の枠組みを変更する予定は無いこと、他方で、企業合併や反競争的行為等につ
いて、英国の競争市場庁（Competition and Market Authority）と欧州委員会の二つの機関か
らの審査を受ける可能性があること等を述べている。
59
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の当局によって発行された EU 法に基づく許認可やライセンスは失効する旨が言及














92　この点に関し、₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱
に関する交渉が不成立の際の運転免許の扱い（Driving in the EU if there＇s no Brexit deal）」
（https://www.gov.uk/government/publications/driving-in-the-eu-if-theres-no-brexit-deal）は、英国
の EU 離脱において英国と EU 間で何らの合意も成立しない場合、英国民は、EU 域内にお
いて運転する際、一般の国際免許（International Driving Permit: IDP）の取得が求められる可
能性があるとしている。
 　他方で英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際
の船員免許の承認（Recognition of seafarer certiﬁcates of competency if there＇s no Brexit deal）」
（https://www.gov.uk/government/publications/recognition-of-seafarer-certiﬁcates-of-competency-if-





◆ EU から離脱以降も英国は、現在英国が承認している、EU 及び EEA が発効したものを
含む、船員資格の証明の承認を継続する。
◆ STCW 条約に基づく、EU による、英国の発行する船員資格の証明の第三国承認を追求
する。
93　この点に関し、₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱
に関する交渉が不成立の際の石油及び天然ガス事業の扱い（Running an oil or gas business if 

















おいては EU 法が英国に適用される旨が EU より提案されている。当該規定は未だ










の取引は重要であることから、英国の EU 離脱以降英国は EU のデジタル単一市場
の一部ではなくなるが、EU 及び世界と英国は野心的なデジタル貿易に関する政策
を策定したいとして、具体的には以下の点をカバーしたいとしている 96。
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99　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の電気通信事業者の対応（What telecoms businesses should do if 





100　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の移動体通信のローミング（Mobile roaming if there＇s no Brexit 
deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/mobile-roaming-if-theres-no-brexit-deal）は、












European Works の枠組みは、EU 加盟国及び欧州評議会の越境テレビに関する欧州条約
（European Convention on Transfrontier Television of the Council of Europe (CTT)）加盟国に適用
されるが、英国の EU 離脱後も、英国の作品は当該条約における European Works とされる、
としている（Chap. ₁, para.₁₀₃-₁₀₄.）。なおこの点に関し、同様の記述をする資料として、
₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不
成立の際の放送及びビデオ・オン・デマンドサービス（Broadcasting and video on demand if 



























104　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の情報保護（Data protection if there＇s no Brexit deal）」（https://www.
gov.uk/government/publications/data-protection-if-theres-no-brexit-deal）は、英国の EU 離脱以降、
英国において求められる情報保護の水準が変更されることは直ちにはなく、また、英国か
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いいながら、不必要・不合理・煩雑な行政手続を要求することは望ましいものでは
ない。英国と EU においてはこの点を踏まえた適切な対応が強く望まれる。
　次に日本と英国及び EU 間のデータ移転の円滑化については、₂₀₁₈年 ₇ 月₁₇日、
日 EU 間の相互の円滑な個人データ移転を図る枠組み構築に関する最終合意がなさ




はない  108。日本としては、世界の ICT・IoT 等の技術あるいは市場の動向を踏まえ、
欧州市場の位置付けを十分に認識しながら、対応をしていくことが必要である。な
おこの際には、特に、 EU 加盟国の中でも ICT・IoT 等に関し先進国であった英国が

















go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h₃₀/pdf/index.html） の「 第 ₁ 章 世 界 と 日 本 の ICT」 や
















　₂₀₁₈年 ₁ 月₂₂日 に 発 出 さ れ た「 工 業 製 品（WITHDRAWAL OF THE UNITED 






　次に例えば特に自動車等については、₂₀₁₈年 ₂ 月 ₈ 日に出された「自動車
109　Chap. ₁, para.₁₅₁.
110　Chap. ₁, para.₁₅₂.
111　この点に関し、₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の特定の者の任命に関する義務の扱い（Appointing nominated persons 
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（WITHDRAWAL OF THE UNITED KINGDOM AND EU RULES IN THE FIELD OF 
TYPE-APPROVAL OF MOTOR VEHICLES）」は、EU において車を登録し、販売、
あるいは使用するためには、EU 加盟国当局が出す EU 型式認定に適合しているこ
とを製造業者が証明することが求められるが、英国の EU 離脱後は、英国当局の発
出する EU 型式認定に基づく製造業者の証明は認められないとしている。同様に自
動 車 に 関 す る も の と し て、 同 年 ₃ 月₂₈日 に 出 さ れ た「 車 及 び エ ン ジ ン
（WITHDRAWAL OF THE UNITED KINGDOM AND EU RULES IN THE FIELD OF 













EU の機関の支援のために、その専門性と能力を生かすことが出来るとしている  113。
　また同白書は、これまで英国は、EU あるいは世界にかかわらず、製品にかかる
ルールや諸基準の統合の積極的な支持者であったことを指摘しつつ、英国と EU が
共通のルールを持つということは、任意の EN 規格（European Standard）が EU のルー
ルを支持している場合、英国規格協会（BSI）は独自の規格を推進することはでき
112　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の新車及び商用バンの CO₂排出に係る報告の扱い（Reporting CO₂ 
emissions for new cars and vans if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/
publications/reporting-co₂-emissions-for-new-cars-and-vans-if-theres-no-brexit-deal）は、英国の
EU 離脱以降、新車及び商用バンの CO₂排出に係る EU 法に基づく規制は、英国法に受容さ



























117　この点に関し₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に








 　また英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の医薬品、医療器具並
びに治験に関する規制（How medicines, medical devices and clinical trials would be regulated if 
there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/how-medicines-medical-
devices-and-clinical-trials-would-be-regulated-if-theres-no-brexit-deal）は、次の点を述べている。
₁ ．医薬品




（European Medical Agency）の承認を得ている新薬は、₂₀₁₉年 ₃ 月₂₉日に英国政府による
67
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上市の承認を得たものとされること、英国の EU 離脱以降の新薬承認申請は MHRA にな
されることになること、相互承認等によって上市を認められている医薬品の承認は、英














国は、EU で₂₀₂₀年 ₅ 月から₂₀₂₂年まで順次適用される医療機器規則（Medical Device 
Regulation（MDR））及び体外診断用医薬品規則（in vitro diagnostic Regulation）の全ての
主要な要素を遵守することとなっている。なお医療機器に関する EU の委員会における
英国の参加はなくなる（以上に続いて当該英国技術的通知は、一定期間の間、医療器具
に関する CE マークを認めることや、市場化後安全監視（post market surveillance）につ
いて記述している。）。
₃ ．治験
 　英国の EU 離脱以降も、EU の関連する規則は英国の国内法を通じて英国に適用される。




 　また英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の医薬品・医療器具
等に係る規制情報の提出の扱い（Submitting regulatory information on medical products if 






 　なお英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の移植臓器、皮膚及
び細胞等の品質及び安全性管理（Quality and safety of organs, tissues and cells if there＇s no 
Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/quality-and-safety-of-organs-tissues-
and-cells-if-theres-no-brexit-deal）は、英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際、EU の
規律は英国に適用されなくなるが、規律の内容は英国法を通じて英国に適用されること
となっていて、安全性のレベルに変更はないこと、英国と EU 間における移植臓器等の
移動を行うためには、英国が EU にとって第三国になることに伴い、英国と EU の関係
機関間で書面により合意することが必要となることから、この点についての制度の整備
を行っていること等について述べている。
 　また英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の血液及び血液製剤






る  118 ，119。
　他方で同白書は、表示やラベリング等のマーケティングに係る規制については、
英国と EU で共通のルールを持つ必要がないことから、英国市場の状況に合わせて





基準は、現状においては EU の基準を満たしており、またこれらの EU との輸出入に際
しては、EU の規則の定める基準を満たすことが求められること等を述べている。
 　以上の他英国技術的通知「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の医薬前駆体の







119　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した以下の英国技術的通知は、EU 離脱
以降も、環境保護基準を維持することを英国政府は約束していること等を述べている。
◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の環境保護基準の維持（Upholding 
environmental standards if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/
upholding-environmental-standards-if-theres-no-brexit-deal）
◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の産業廃棄物の扱い（Industrial emissions 




用 と 取 引（Using and trading in ﬂuorinated gases and ozone depleting substances if there＇s no 
Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/using-and-trading-in-fluorinated-
gases-and-ozone-depleting-substances-if-theres-no-brexit-deal）
120　この点に関し₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際のたばこ及び電子たばこのラベルの扱い（Labelling tobacco 
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について、EU と合意することを望むとしている 121- 122 123 124 125。
　日本政府メッセージが述べたとおり、上記の自動車やその他の分野における規制




122　この点に関し₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際のオーガニックフードの生産と加工（Producing and processing 
organic food if there's no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/producing-







123　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の相互承認原則の下での取引（Trading under the mutual recognition 
principle if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/trading-under-the-
mutual-recognition-principle-if-theres-no-brexit-deal）は、EU 離脱以降、英国は、EU 法の定め
る相互承認原則（mutual recognition principle. 関連する規格の統合が図られていない一定の
製品（家具、繊維、自転車、家庭用品等）に関し、ある加盟国ですでに合法的に販売され
ている製品について、他の加盟国はその販売を禁止できないとする原則。）の適用範囲から
外れることから、EU に該当する製品を輸出している英国の事業者は、当該製品が EU の各
加盟国（最初に輸入される国）の規格を満たすかを検討することが求められる、としている。
124　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の「新規アプローチ」の規制の下で取引される製品の扱い（Trading 











125　この点に関し₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の車の型式認証（Vehicle type approval if there＇s no Brexit deal）」
（https://www.gov.uk/government/publications/vehicle-type-approval-if-theres-no-brexit-deal） は、















































































　一般的に EU の法制度では、例えば EU 条約第 ₈ 条は「近隣の諸国と特別な関係
を発展させる」とし、このために特別の協定を締結できるとしており、第三国が参
加できる、あるいはその国民が職員となることが出来る等の機関もある 129。EU の機
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ションに関し、以下の点を含めることを提案している 131 ，132。
a）EU の研究支援プログラムへの英国の参加の実現
b） 英国及び EU 双方にとって総合的に利益になる、ネットワーク、インフラ、
政策及び諸機関を通じた継続的な協力の実現
c）規制当局、研究者及び専門家間の定常的な会合の仕組みの設定
　また EU の研究支援プログラム（EU research funding programme）に関し英国は、







知見の共有を支援する European Reference Networks
131　Chap. ₃. para.₂₈.
132　この点に関連して₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離
脱に関する交渉が不成立の際の人工衛星及び宇宙プログラムの扱い（Satellites and space 












（ECMWF）及び Mercator Ocean に係る英国の組織の参加資格は影響を受けないので、こ
れらの機関に参加している英国の組織は、高帯域データを引き続き利用可能であるが、
その他の英国のユーザーはこれを使えなくなる可能性がある。











展を促進するための、現在英国が受け入れている European Social Survey と









までに GDP の₂.₄％で研究開発予算を計上することを約束した 137 ，138。
135　Chap. ₃. para.₃₁.
136　HC ₄₃₈, Q₃₀ [Jo Johnson]（http://data.parliament.uk/writtenevidence/committeeevidence.svc/
evidencedocument/science-and-technology-committee/work-of-the-science-minister/oral/₇₁₆₀₉.
html）.
137　HM Government, COLLABORATION ON SCIENCE AND INNOVATION: FUTURE 
PARTNERSHIP PAPER, para ₅ （₆ September ₂₀₁₇）（https://assets.publishing.service.gov.uk/
government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/₆₄₂₅₄₂/Science_and_innovation_paper.
pdf）.
138　この点に関し₂₀₁₈年 ₈ 月₂₃日に英国政府が発出した英国技術的通知「英国の EU 離脱に
関する交渉が不成立の際の、EU から資金提供されるプログラムに関する、政府保証（The 





◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の Horizon₂₀₂₀補助金の扱い（Horizon ₂₀₂₀ 
funding if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/horizon-₂₀₂₀-
funding-if-theres-no-brexit-deal）
◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の人道的支援プログラムの扱い（Delivering 
humanitarian aid programmes if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/
publications/delivering-humanitarian-aid-programmes-if-theres-no-brexit-deal）
◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の原子力関係の研究の扱い（Nuclear research 
if there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/nuclear-research-if-
theres-no-brexit-deal）
◆ 「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の補助金の扱い（State aid if there's no Brexit 
deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/state-aid-if-theres-no-brexit-deal）
◆ 「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の英国における Erasmus+ の扱い（Erasmus+ 
in the UK if there's no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/erasmus-in-
the-uk-if-theres-no-brexit-deal）.
75






る。なお英国の EU 離脱の交渉の結果として、英国と EU 間に合意がなく、あるい
 　これらに関連して、学術的な補助金ではないが、英国技術的通知「英国の EU 離脱に関




離脱に関する交渉が不成立の際の地方開発補助金（Receiving rural development funding if 
there＇s no Brexit deal）」（https://www.gov.uk/government/publications/receiving-rural-development-




 　以上の他₂₀₁₈年 ₉ 月₁₃日に発出された次の英国技術的通知においても、同様に英国政府
による資金の保証に関し述べている。
◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の欧州統合支援に基づくエネルギー資金





◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の欧州地域開発基金（European Regional 





◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の欧州社会基金（European Social Fund （ESF） 





◆「英国の EU 離脱に関する交渉が不成立の際の LIFE プログラムに基づく補助（https://
www.gov.uk/government/publications/funding-for-uk-life-projects-if-theres-no-brexit-deal）」
（https://www.gov.uk/government/publications/funding-for-uk-life-projects-if-theres-no-brexit-
deal）は、英国の EU 離脱以降、英国が EU 加盟国である期間に、英国の機関によって提























る離脱協定及び英国と EU の将来の関係に関する交渉は、英国と EU の政府関係者
が行っていることから、当該交渉が遅延して、日系企業等を含む民間人に負担や損


























　第四に、英国と EU 間の市場の一体性については、すでに英国及び EU それぞれ



























































































 「我々 G₇財務大臣・中央銀行総裁は、本日英国国民によって示された EU を離脱するとの
意思を尊重する。我々は、英国の EU 残留・離脱を問う国民投票の結果を受けた市場動向
を注視している。」
 「我々は、英国の経済と金融セクターが強靭であるとの我々の評価を確認し、また英国当局
が国民投票結果の影響に対処する万全の態勢にあると確信している。」
 「我々は、為替レートの過度の変動や無秩序な動きは、経済及び金融の安定に対して悪影響
を与え得ることを再認識する。」
 「G₇の中央銀行は、市場に十分な流動性があることを担保し、市場の動きを支えるための
措置をとった。我々はこの目的のため確立された流動性供給のための手段を用いる用意が
ある。」
 「我々は、引き続き市場の動向と金融の安定を緊密に協議し、適切に協力する。」
 「我々は、引き続き一致して、英国を含む G₇としての連帯を維持する。」
